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第 1 章 総則 

 

１．計画の概要 

 
（１）計画の目的 

『木津川市地域防災計画』では、地震については最大震度７が想定されており、洪水に

ついては、木津川堤防が破堤した場合、市役所周辺も含めた広範囲の浸水が想定されてい

ます。 

こうした大規模災害時には、大量の災害廃棄物（自然災害に直接起因して発生する廃棄

物のうち、生活環境保全上の支障へ対処するため、市町村がその処理を実施するもの。以

下同じ。）が発生すると共に、通常の生活ごみについても平時の処理を行うことが困難とな

り、また、避難所のごみ、し尿等への対応も必要となります。 

 

これらの課題について、国は、平成 23 年に発生した東日本大震災を契機に、「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）」を

改正して、災害時に発生する廃棄物（以下「災害廃棄物等」という。）の処理について、国、

都道府県、市町村、事業者等が役割を分担し、相互に連携・協力することを定めました。 

 

また、国は、平成 26 年 3 月に『災害廃棄物対策指針』を策定（平成 30 年 3 月改定）し

て、災害廃棄物等の処理を適正・円滑・迅速に行うための『災害廃棄物処理計画』の策定を

都道府県及び市町村に求めています。 

これを受けて京都府は、平成 31 年 3 月に『京都府災害廃棄物処理計画』を策定し、市町

村や一部事務組合等が被災した場合に想定される行動・対応等を示しました。 

 

『木津川市災害廃棄物処理計画（以下「本計画」という。）』は、災害廃棄物等を適正・円

滑・迅速に処理し、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障の防止を図るとともに、市民の

生活基盤を早期に復旧・復興させることを目的に策定するものです。 
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○廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 
 
 （非常災害により生じた廃棄物の処理の原則） 
第二条の三 非常災害により生じた廃棄物は、人の健康又は生活環境に重大な被害を生じ

させるものを含むおそれがあることを踏まえ、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を
防止しつつ、その適正な処理を確保することを旨として、円滑かつ迅速に処理されなけ
ればならない。 

２ 非常災害により生じた廃棄物は、当該廃棄物の発生量が著しく多量であることを踏ま
え、その円滑かつ迅速な処理を確保するとともに、将来にわたつて生ずる廃棄物の適正
な処理を確保するため、分別、再生利用等によりその減量が図られるよう、適切な配慮
がなされなければならない。 

 
 （非常災害時における連携及び協力の確保） 
第四条の二 国、地方公共団体、事業者その他の関係者は、第二条の三に定める処理の原

則にのつとり、非常災害時における廃棄物の適正な処理が円滑かつ迅速に行われるよ
う、適切に役割を分担するとともに、相互に連携を図りながら協力するよう努めなけれ
ばならない。 
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（２）計画の位置付け 

本計画は、災害廃棄物等の処理に関する基本的事項を示すものです。災害廃棄物等の処

理に関する各種法令・計画の位置付けは、図１のとおりです。 

また、本計画と発災後に策定する『災害廃棄物実行計画』の関係は、図２のとおりです。 

図 1 災害廃棄物処理に係る各種法令・計画の位置付け 

出典：環境省 災害廃棄物対策情報サイト  
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図 2 災害廃棄物処理計画及び同実行計画の関係 

 

 
（３）計画の点検・見直し 

本計画は、災害廃棄物等の処理に関する基本的事項を定めるものですが、社会情勢等の

変化に対応すると共に最新の知見等に基づき内容を充実させていく必要があります。 

このため、毎年内容を点検し、次のような場合には、必要な改定を行います。 

 

・関係する法令（「廃棄物処理法」等）、計画（『木津川市地域防災計画』、『京都府災害廃棄

物処理計画』等）、指針（『災害廃棄物対策指針』等）等が改正・改定された場合 

・被害想定が修正された場合 

・点検・情報収集・訓練等を通じて、本計画の内容に改善すべき点が確認された場合 

 

また、災害廃棄物等の処理に関して必要となる各種のリストについても、毎年、点検・更

新を行います。 

 
  

発災前 発災 発災後

災害廃棄物処理計画 災害廃棄物処理実行計画

災害の発生に備えた

災害廃棄物等の処理の基本的事項

実際に発生した災害に応じた

災害廃棄物等の処理の具体的事項

基本方針、組織体制、発生量推計、処理

体制、仮置場、初動対応等

発生量、処理体制、処理方法、スケ

ジュール、仮置場等

災害廃棄物

処理計画

に基づき

初動対応
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２．計画の対象 

 

（１）対象とする災害 

本計画は、地震、洪水その他の自然災害を対象とします。 

また、最大規模の被害が想定されている奈良盆地東縁断層帯地震（表１）及び木津川の

氾濫（表２）について、災害廃棄物等の発生量の推計を行います（第３章１）。 

 

表 1 被害想定（地震） 

項 目 内 容 

想定災害 奈良盆地東縁断層帯地震 

最大震度 震度７ 

建物全壊棟数 １２,０４０棟 

建物半壊棟数 ８,３１０棟 

建物焼失棟数 ３,１２０棟 

避難人口（最大） ２９,７２０人 

出典：京都府地震被害想定調査結果（平成 20 年、京都府） 

 

 

 

図 3 奈良盆地東縁断層帯による震度分布 

出典：京都府・市町村共同 統合型地理情報システム(GIS)地震被害想定調査マップ(奈良盆地東園断層帯) 
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表 2 被害想定（洪水） 

項 目 内 容 

想定災害 木津川の氾濫 

想定雨量 加茂地点上流域１２時間総雨量 ３５８㎜ 

建物全壊棟数 ９,５４７棟 

建物半壊棟数 ２,９９０棟 

床下浸水 １,２５１棟 

出典：令和 2 年度市町村災害廃棄物処理計画策定モデル事業（環境省近畿地方環境事務所） 

 

 

 

図 4 木津川の氾濫による浸水想定 

出典：木津川市総合防災マップ 
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（２）対象とする災害廃棄物等 

本計画が対象とする災害廃棄物等は、表３のとおりです。 

災害廃棄物には、市民が自宅内にある被災したものを片付ける際に排出される「片付け

ごみ」と、損壊建物の解体・撤去等に伴い排出される「解体廃棄物」があります。 

「生活ごみ」、「避難所ごみ」、「し尿」は、災害廃棄物ではありませんが、災害時の対応が

必要となるため、本計画の対象に含めます。 

 

表 3 対象とする災害廃棄物等の種類と内容 

種  類 内  容 

災
害
廃
棄
物
(
片
付
け
ご
み
・
解
体
廃
棄
物
) 

可燃物/ 
可燃系混合物 

繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した可燃系廃棄物 

木くず 柱・はり・壁材などの廃木材 
畳・布団 被災家屋から排出される畳・布団であり、被害を受け使用できなくなった

もの 
不燃物/ 
不燃系混合物 

分別することができない細かなコンクリートや木くず、プラスチック、ガ
ラス、土砂（土砂崩れにより崩壊した土砂等）などが混在し、概ね不燃系
の廃棄物 

コンクリート
がら等 

コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトくずなど 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 
廃家電 
（4 品目） 

被災家屋から排出される家電４品目（テレビ、洗濯機・衣類乾燥機、エア
コン、冷蔵庫・冷凍庫）で、災害の被害を受け使用できなくなったもの 
※リサイクル可能なものは各リサイクル法により処理を行う。 

小型家電/ 
その他家電 

被災家屋から排出される小型家電等の家電４品目以外の家電製品で、災害
により被害を受け使用できなくなったもの 

腐敗性廃棄物 被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産加工場や飼肥料工場等か
ら発生する原料及び製品など 

有害廃棄物/ 
危険物 

石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物、化学物質、フロン類・ＣＣＡ(ク
ロム銅砒素系木材保存剤使用廃棄物）・テトラクロロエチレン等の有害物
質、医薬品類、農薬類の有害廃棄物。太陽光パネルや蓄電池、消火器、ボン
ベ類などの危険物等 

廃自動車等 自然災害により被害を受け使用できなくなった自動車、自動二輪、原付自
転車 
※リサイクル可能なものは各リサイクル法により処理を行う。 
※処理するためには所有者の意思確認が必要となる。仮置場等での保管方

法や期間について警察等と協議する。 
その他、 
適正処理が困
難な廃棄物 

ピアノ、マットレスなどの地方公共団体の施設では処理が困難なもの（レ
ントゲンや非破壊検査用の放射線源を含む）、漁網、石こうボード、廃船舶
（災害により被害を受け使用できなくなった船舶）など 

生活ごみ 家庭から排出される生活ごみ 
避難所ごみ 避難所から排出されるごみで、容器包装や段ボール、衣類等が多い。事業

系一般廃棄物として管理者が処理する。 
し尿 仮設トイレ（災害用簡易組み立てトイレ、レンタルトイレ及び他市区町村・

関係業界等から提供されたくみ取り式トイレの総称。避難所や断水地域に
設置される。）や家庭のくみ取りし尿、浄化槽汚泥、災害に伴って便槽に流
入した汚水 

※災害時には上記のものが混合状態で発生する場合が多い。実際の分別方法は別に定める。 

出典：『災害廃棄物対策指針』1-9 から作成 
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なお、事業系の災害廃棄物等及び土砂等の取扱いは、表４のとおりです。 

 

表 4 事業系の災害廃棄物等及び土砂等の取扱い 

種  類 取  扱 
事業場で発生した災害廃
棄物等 
（被災した事業所の撤去
に伴う廃棄物や、敷地内に
流入した土砂、流木等） 

原則として事業者責任で処理します。※ 
※中小企業（中小企業法第２条に規定する中小企業者。個人商店・

中小企業並みの公益法人等を含む。）から排出される災害廃棄物
について、本市が生活環境上特に必要があるとして認め、事業者
自らが仮置場に搬入する場合は、本市が処理します。 

放射性物質及びこれによ
って汚染された災害廃棄
物等 

特別な対応が必要となるため、本計画の対象としません。 

道路、河川、公園、学校、
農地等に堆積した土砂、流
木等 

原則として各管理者が災害復旧事業の中で処理します。 
（災害により堆積した自然由来の泥土、砂礫、岩石、樹木等は、災
害廃棄物等にはあたりません。） 

宅地等に堆積した土砂、流
木等 
 

公益上重大な支障がある場合は、国の堆積土砂排除事業等を活用し
て、本市が処理します。 
（同上） 

出典：『災害廃棄物対策指針』1-8、1-11 等から作成 
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３．基本的事項 

 

（１）処理主体と基本的役割 

 

 ① 本市の役割  

災害廃棄物等は、一般廃棄物に位置付けられ、市町村が統括的な処理責任を有してい

ます。災害時には、本市は、市内で発生した災害廃棄物等について、主体的に処理を行

うとともに、平時から、一部事務組合、京都府、近隣市町村、廃棄物事業者等との連携

など、災害廃棄物等の処理についての体制を整備します。 

また、大規模災害時など本市単独では処理が困難と見込まれる場合は、京都府に支

援、事務委託（地方自治法第 252 条の 14）等を要請します。 

 

 ② 木津川市精華町環境施設組合及び相楽広域行政組合の役割  

災害時には、災害廃棄物等の内、可燃ごみについては、木津川市精華町環境施設組合

が環境の森センター・きづがわで、し尿については、相楽広域行政組合がそうらく衛生

センターで、各施設の能力の範囲内で処理を行います。 

また、円滑・迅速な処理のため、構成市町村と連携・情報共有を図ります。 

 

 ③ 京都府の役割  

災害時には、災害廃棄物等の処理について被災市町村への技術的支援及び各種調整

を行います。 

市町村が大規模災害により甚大な被害を受け、自ら災害廃棄物の処理を行うことが

困難な場合は、事務委託を受けて災害廃棄物等を処理します。 

 

 ④ 国の役割  

大規模災害時には、処理指針等を定めて、全体の進捗管理を行います。また、環境省

近畿地方環境事務所が地域ブロックの中心となり、被災市町村の支援を行います。 

なお、大規模災害時において、被災市町村自らの処理が困難な場合、災害対策基本法

に基づき、災害廃棄物の処理を代行することができます。 

 

 ⑤ 事業者等の役割  

災害時には、本市・京都府と締結する協定等に基づき必要な支援を行います。また、

それぞれの、技術・資材・経験等を生かして、災害廃棄物等の適正・円滑・迅速な処理

に協力します。 
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（２）処理の基本方針 

災害廃棄物等は、以下の基本方針に従い処理します。 

 

 ① 早期の復旧・復興のための計画的な処理  

早期の復旧・復興のためには、災害廃棄物等の迅速な処理が必要です。 

平時から、処理に必要な情報の把握及び整理を行うと共に、災害時には、逐次、災害

廃棄物等の発生量、インフラ・処理体制の被災状況等を把握し、支援も含めて必要な体

制を確保します。また、『災害廃棄物処理実行計画』を策定して計画的な処理を行いま

す。 

 

 ② 災害廃棄物等の再生利用及び減量化  

災害廃棄物等の再生利用・減量化は、循環型社会・脱炭素社会に重要であるととも

に、最終処分量を減少させ、処理期間を短縮するためにも必要です。 

このため排出時、解体撤去時、仮置場搬入時等に、可能な限り分別を行うともに、排

出・分別の方法等を市民に周知します。 

 

 ③ 災害廃棄物等の処理に係る連携・協力の推進  

災害廃棄物等の処理には、一部事務組合、国、京都府、近隣市町村、各種団体、事業

者、災害ボランティア等との連携・協力が必要です。 

災害時には、災害廃棄物等の処理を担う各主体がそれぞれの役割を果たし、連携する

とともに、平時には円滑な連携のための準備を行います。 

 

 ④ 環境と経済に配慮した処理の確保  

災害廃棄物等の処理にあたり、市民の生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止

するためには、騒音・振動、大気・水質・土壌の汚染、悪臭、害虫発生等への対策が必

要です。 

こうした環境・衛生面に併せて、経済性・効率性にも配慮した災害廃棄物等の処理を

行います。 
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（３）処理期間 

災害廃棄物等の処理については、発災後の時期により異なる対応が求められます（表５）。 

大規模災害については、概ね３年以内に災害廃棄物の処理を完了させることを基本に、

処理目標期間を設定します（表６）。 

なお、災害時には、被害状況等を踏まえて『災害廃棄物処理実行計画』で実際の処理スケ

ジュールを設定します。 

 

表５ 発災後の時期区分と特徴 

時期区分 時期区分の特徴 時間の目安 

災害 

応急 

対応 

期 

初動期 
人命救助が優先される時期（体制整備、被害状況

の確認、必要資機材の確保等を行う） 
発災後数日間 

応急対応 

（前半） 

避難所生活が本格化する時期（主に優先的な処

理が必要な災害廃棄物を処理する期間） 
～３週間程度 

応急対応 

（後半） 

人や物の流れが回復する時期（災害廃棄物の本

格的な処理に向けた準備を行う期間） 
～３月程度 

復旧・復興期 

避難所生活が終了する時期（一般廃棄物処理の

通常業務化が進み、災害廃棄物の本格的な処理

の期間） 

～３年程度 

出典：『災害廃棄物対策指針』1-12 

※時間の目安は災害規模や内容によって異なる（東日本大震災クラスの場合を想定）。 

 

表 6 処理目標期間 

内  容 処理目標期間 

災害がれきの撤去（道路上や生活域近辺のもの） 
１年以内 

災害ごみ（破損した粗大ごみ等）の収集 

災害ごみ（破損した粗大ごみ等）の処理 １年６ケ月以内 

一次仮置場への搬入完了（倒壊家屋等の解体撤去がれきを含む。） ２年以内 

一次仮置場からの搬出完了（二次仮置場等への搬入完了） ２年６ケ月以内 

リサイクル・処理・処分完了 ３年以内 
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（４）処理の留意点（本市の地域特性） 

 

 ① 市内交通網の分断の可能性  

本市には、地震については市内の広範囲に想定震度の高い地域が分布しており、洪水

についても市の中心部を横断する木津川の氾濫による広範囲の浸水が想定されます。

このため、大規模災害時には、市内の交通網が分断される可能性が高く、災害廃棄物等

の収集・運搬、仮置場の設置について、アクセスに留意する必要があります。 

 

 ② 一部事務組合との連携の必要性  

本市では、可燃ごみの焼却処分及びし尿の処理を、一部事務組合（木津川市精華町環

境施設組合、相楽広域行政組合）が行なっています。このため、災害廃棄物等の処理に

ついては、一部事務組合及び構成団体と連携して、体制の構築を図る必要があります。 

 

 ③ 廃棄物事業者との連携の必要性  

本市では、ごみ及びし尿の収集・運搬並びに可燃ごみ以外のごみの処分を本市の委託

又は一部事務組合の許可を受けた民間の廃棄物事業者が行っています。このため、災

害廃棄物等の処理に際しては、廃棄物事業者と連携して、体制の構築を図る必要があ

ります。 

 

 ④ 文化財保護の必要性  

本市には、多くの文化財が存在し、過去からの貴重な遺産として守られてきました。 

こうした歴史的に貴重な財産のが被災した場合の取扱いについて、文化財の所有者、

専門的な知見を有する機関等と連携して検討しておく必要があります。 
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（５）処理の留意点（災害廃棄物等の特性） 

災害の種類によって、災害廃棄物等の発生箇所、特徴及び組成は、表７で示すように大

きく異なるため、災害廃棄物等の特性に応じた処理体制を整える必要があります。 

特に、洪水による災害廃棄物等は、水分を含んだ汚泥の浸入による腐敗等、衛生上の問

題が発生し、浸水家屋の片付けも水が引くとともに始まるため、迅速な対応が必要となり

ます。 

 

表 7 災害廃棄物等の特性 

 地震 洪水 

発生 
箇所 

・地盤や土地利用などの状況によって変
化（耐震性の低い建物や液状化しやす
い土地の建物が被災） 

・河川決壊は低地部に被害が集中 

特徴 

・突発的かつ大量に発生 
・家財などと倒壊家屋解体廃棄物に分別 
・倒壊家屋解体には重機使用 

・夏～秋季を中心に発生（集中豪雨や台
風時期） 

・腐敗、悪臭及び汚水を発生 
・浄化槽が浸水するとブロアーの故障な

どで機能が損なわれる場合が多い 

組成 

・大型ごみが大量に発生 
・処理困難物などが発生 
・倒壊家屋解体は、大量のコンクリート

がら、木くずが発生 

・木くずや大型ごみ（家具など）が大量
に発生 

・水分を含んだ畳や土砂付着家具などが
大量に発生 

・大量の生木、流木が混入 

出典：災害廃棄物処理計画策定モデル事業参考資料（令和 2 年度、近畿地方環境事務所） 
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第２章 組織体制・業務分担・連携支援体制 

 

１．組織体制・業務分担 

 

（１）本市の組織体制・業務分担 

本市に災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に設置される災害対策本部

の組織体制は、『木津川市地域防災計画』に定められており、災害廃棄物等の処理は、市民

生活班を中心に各班が分担して行います。 

災害廃棄物等の処理に係る組織体制は、図５、各班の業務分担は、表８のとおりです。 

なお、被害状況や災害の規模に応じて、組織体制・業務分担については、必要な見直しを

行います。 

 

図 5 災害廃棄物等の処理に係る組織体制 
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環境施設組合
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表 8 災害廃棄物等の処理に係る業務分担 

班 業務分担 

総括班 災害対策本部の設置 

被害状況の総括・各班との連絡調整 

自治会、自主防災組織との連絡調整 

庶務班 物資・資機材の調達・配分・斡旋 

仮置場の設置、物資・資機材の調達等に係る予算措置・契約 

災害廃棄物処理事業に係る国庫補助金等の申請 

情報班 市民・ボランティアへの広報（排出方法・収集日程・仮置場等） 

国・府・市町村等への応援要請 

市

民

生

活

班 

統括責任者 災害廃棄物等の処理の統括、目標・方針の決定 

市災害対策本部との協議・連携 

総括・調整 

担当 

災害廃棄物等の処理に係る個別事項の決定 

災害廃棄物処理実行計画の策定 

関係部局との連絡調整 

ごみ・仮置場

担当 

災害廃棄物等（し尿除く。）に係る情報収集・発生量の推計 

生活ごみ、避難所ごみの収集運搬処分体制の構築 

仮置場の設置・運営 

し尿・ 

仮設トイレ

担当 

し尿に係る情報収集・発生量の推計 

し尿の収集運搬処分体制の構築 

仮設トイレの設置・維持管理 

市民・窓口 

担当 

災害廃棄物等の処理に係る広報内容の整理 

市民等からの問い合わせ対応 

建設班 道路・橋梁等の被害状況調査・応急措置 

被災建物・土砂等の解体・撤去（建築・土木職が必要） 

上下水道班 上下水道施設の被害状況調査・応急措置 

仮設トイレの設置・維持管理に係る連携 

その他の班 支援・情報共有等 
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（２）各主体の業務分担 

平時、災害応急対応期（初動期、応急対応前後半）及び復旧・復興期の各段階における各

主体の基本的な業務分担は、表９、表１０のとおりです。 

 

表 9 各主体の業務分担（平時、応急対応期（初動期）） 

主
体 

区分 平時（事前準備） 災害応急対応期（初動期） 
［発災後数日間］ 

市 組織

体制 

・組織体制の整備 

・関係機関との連絡体制の整備 

・支援協定の締結 

・災害対策本部の設置 

・指揮命令系統の確立 

・組織内部及び外部との連絡手段の確保 

廃棄

物処

理 

・仮設トイレの確保 

・一部事務組合・廃棄物事業者との

連携体制の構築 

・仮置場候補地の選定 

・災害時の廃棄物処理方針の検討 

・関係リストの作成・点検 

・被害状況把握、府への報告 

・廃棄物処理体制の被害状況の把握 

・当面の災害廃棄物等の処理方法の決定 

・仮置場・仮設トイレの設置 

・関係機関への協力・支援要請 

・市民等への広報・情報発信 

支援 ・支援体制（組織、人員、機材等）

に関する知見の向上 

・支援体制（組織、人員、機材等）を含

む計画の検討 

組

合 

 ・処理施設の災害対策 

・し尿収集業者との連携体制の構築 

・協力支援体制の構築 

・処理施設・構成市町村・し尿収集業者

の被害状況の把握 

・構成市町村との情報共有 

府 組織

体制 

・組織体制の整備 

・関係機関との連絡体制の整備 

・支援協定の締結 

・災害に対応した組織体制の確立 

・被災市町村との連絡手段の確保 

・広域的な協力体制の確保、近隣市町村・

関係省庁・民間業者等との連絡調整 

廃棄

物処

理 

・事務委託手続の検討 

・災害対策経験者リストの作成 

・被害情報の収集 

・市町村の支援ニーズ把握、国への報告 

・廃棄物処理体制に関する支援・助言 

支援  ・広域的な視点からの支援体制（組織・

人員・機材等）の確保 

国  ・大規模災害時の財政支援の制度化 

・効果的な廃棄物処理制度の検討 

・組織体制の整備 

・府からの情報確認、支援ニーズの把握 

・緊急派遣チームの現地派遣 

・広域的な協力体制の整備 

事

業

者 

 ・処理施設・車両等の災害対策 

・市との連絡体制の整備 

・支援協定の締結 

・被害状況把握、市への報告 

・協力・支援要請への対応 

・災害廃棄物等の収集運搬処分 
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表 10 各主体の業務分担（応急対応期（応急対応前半・後半）、復旧・復興期） 

主
体 

区分 災害応急対応期（応急対応前後半） 
［～発災後３月程度］ 

復旧・復興期 
［～発災後３年程度］ 

市 組織

体制 

・府・組合・事業者と連携した体制

の整備 

・組織体制や役割分担の見直し 

廃棄

物処

理 

・仮置場の管理・運営 

・府、市町村、事業者への支援要請 

・『災害廃棄物処理実行計画』の策定 

・災害廃棄物等の処理・進捗管理 

・『災害廃棄物処理実行計画』の実施 

・復旧復興計画と合せた処理・再資源化 

・府、市町村、事業者への支援要請 

・災害廃棄物等の処理の進捗管理 

支援 ・情報収集、支援の実施 

・災害対策経験者の派遣 

・情報収集、支援の実施 

・⾧期支援の実施検討 

組

合 

 ・域内におけるし尿処理及び廃棄物

処理に関する状況把握と調整 

・府や民間業者等への支援要請 

・域内におけるし尿処理及び廃棄物処理

に関する復旧・復興に関する調整 

府 組織

体制 

・国・市町村・事業者と連携した体

制整備 

・組織体制や役割分担の見直し 

廃棄

物処

理 

・被災市町村の情報収集・支援要請 

・被災市町村の実行計画の策定支援 

・『災害廃棄物処理実行計画』の策定 

・災害廃棄物の処理・進捗管理（事

務委託を受けた場合） 

・被災市町村の情報収集・支援要請 

・『災害廃棄物処理実行計画』の実施 

・災害廃棄物の処理・進捗管理（事務委

託を受けた場合） 

支援 ・情報収集、支援の実施 

・災害対策経験者の派遣 

・情報収集、支援の実施 

・⾧期支援の実施検討 

国  ・情報確認、支援ニーズの把握 ・情報確認、支援ニーズの把握 

事

業

者 

 ・災害廃棄物等の収集運搬処分 ・災害廃棄物等の収集運搬処分 
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２．関係機関との連携支援体制 

 

（１）都道府県の支援 

本市が京都府に対して応援要請をした場合、又は被災状況から必要と判断される場合、

京都府の他、京都府が締結している応援協定に基づく都道府県の支援を受けます。京都府

が締結している応援協定は、表 11 のとおりです。 

表 11 災害応援協定（京都府・他都道府県） 

協  定 締結先 
近畿圏危機発生時の相互応援に
関する基本協定 

福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県、徳島県、関西広域連合 

全国都道府県における災害時等
の広域応援に関する協定 

全国知事会 

 

 

（２）国の支援 

環境省が事務局となり運営している「D.Waste-Net（災害廃棄物処理支援ネットワーク）」

を活用して、先進事例等の情報収集を行うとともに、必要な場合は、専門家・経験者の技術

支援・現地支援を要請します。 
 

 

（３）市町村の支援 

本市は、他市町村と災害時の相互応援協定を締結しています（表 12）。本市が被災した場

合は、被害状況に応じて他市町村に支援を要請するとともに、他市町村が被災した場合は、

要請に応じて必要な支援を行います。 

また、応援協定の締結にかかわらず、他市町村に甚大な被害が発生した場合は、要請に

応じて必要な支援を行います。 

表 12 災害応援協定（木津川市・他市町村） 

協  定 
・伊賀市木津川市災害時相互応援協定 
・京丹後市と木津川市の災害時相互応援協定 
・高槻市と木津川市との包括連携協定 
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（４）自衛隊・警察・消防との連携 

発災直後は、人命救助及び被災者の安全確保が最優先事項です。迅速な人命救助やライ

フラインの復旧のため、自衛隊、警察及び消防と連携して、道路上の災害廃棄物の撤去や

有害廃棄物／危険物の情報共有を行います。 

また、損壊建物の解体・撤去の際などに発見された貴重品等について、所有者等に引き

渡せるよう警察と連携します。 
 

 

（５）事業者との連携 

災害廃棄物は、損壊家屋の解体廃棄物など産業廃棄物と同様の性状のものが多く、民間

の建設事業者、解体業者、産業廃棄物処理業者等が処理方法に精通していることから、協

定等を締結している事業者の支援・協力を受けて迅速な処理を目指します。 

仮設トイレについても、協定等を締結している事業者の支援、協力を受けて迅速な設置

を目指します。 

また、必要に応じて、京都府が事業者と締結している災害時における廃棄物処理等に関

する協定の活用を検討します。 
 

 

（６）災害ボランティアとの連携 

柔軟できめ細かい対応が可能な災害ボランティアによる支援は、被災地域にとって非常

に大きな力となります。災害ボランティアが必要な際は、木津川市社会福祉協議会が設置

する災害ボランティアセンターを通じて支援の要請を行います。 

災害廃棄物等に係る災害ボランティア活動としては、災害廃棄物等や土砂等の撤去、被

災家屋からの片付けごみの搬出、貴重品や思い出の品の整理・洗浄等があります。 

災害ボランティアが円滑かつ安全に活動できるよう、片付けごみの分別・排出方法・注

意点など適切な広報・情報発信を行います。 
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第３章 災害廃棄物等の処理 

 

１．発生量の推計 

 

（１）基本的事項 

本計画では、最大規模の被害が想定されている災害（地震：奈良盆地東縁断層帯地震、洪

水：木津川の氾濫 表 13）について、『災害廃棄物対策指針』に示された方法に基づき、発

生量の推計を行います（表 14）。 

推計値は、発災前に災害廃棄物等の処理の検討を行う際の目安となるものです。 

発災後は実際の被害状況に応じて、同様の方法で発生量の推計を行い、処理体制の構築

の基礎資料とします。 

 

表 13 最大規模の被害が想定されている災害と被害想定 

 地震 洪水 

災害 奈良盆地東縁断層帯地震 木津川の氾濫 

全壊 12,040 棟 9,547 棟 

半壊 8,310 棟 2,990 棟 

焼失/床下浸水 3,120 棟 1,251 棟 

避難者 29,720 人 － 

※ 表１・表２を統合 

 

表 14 発生量の推計を行う災害廃棄物等 

種類 内容 地震 洪水 

災害廃棄物  (2) (2) 

 
解体廃棄物 損壊建物の解体・撤去の際に排出 (2)の内数 

片付けごみ 市民が自宅内の被災物を片付ける際に排出 (3) (3) 

避難所ごみ 避難所から排出 (4) － 

し尿 仮設トイレ・家庭から排出 (5) － 

※ (2)～(5)は、次頁の該当項 
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（２）災害廃棄物の発生量 

災害廃棄物の総量の把握と、最大必要となる仮置場面積の試算に用います。 

表 15 災害廃棄物の発生量推計（最大） 

項 目 
地震 洪水 

組成割合 発生量 組成割合 発生量 

柱角材 15.3% 226,563 t 8.6% 52,228 t 

可燃物 5.4% 79,964 t 8.5% 51,621 t 

不燃物 30.0% 444,242 t 21.3% 129,355 t 

コンクリートがら 48.5% 718,191 t 30.0% 182,191 t 

金属くず 0.8% 11,846 t 1.4% 8,502 t 

その他 － － 1.2% 7,288 t 

土砂 － － 29.0% 176.118 t 

合計 100.0% 1,480,806 t 100.0% 607,303 t 

算定方法：資料編   

 
（３）片付けごみの発生量 

災害応急対応期（初動期）に、当面必要となる仮置場面積の試算に用います。 

表 16 片付けごみの発生量推計（初動期） 

地震 洪水 ※災害応急対応期（初動期）に発生が見込まれる量 

算定方法：資料編  58,675 t 23,440 t 

 

（４）避難所ごみの発生量 

災害応急対応期（初動期～応急対応（前半））に、当面必要となる収集・運搬体制等の検

討に用います。 

表 17 避難所ごみの発生量推計（最大） 

17.1 t / 日 算定方法：資料編   

 

（５）し尿の発生量・仮設トイレの必要基数 

災害応急対応期（初動期～応急対応（前半））に、当面必要となる仮設トイレの基数の試

算、収集・運搬体制等の検討に用います。 

表 18 し尿の発生量・仮設トイレの必要基数推計（最大） 

（し尿） 74,338L / 日 （仮設トイレ） 534 基 算定方法：資料編   
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２．一般廃棄物処理施設等の状況 

 

（１）基本的事項 

本市では、一般廃棄物の処理（収集・運搬・処分）を、一部事務組合（木津川市精華町環

境施設組合、相楽広域行政組合）や、委託・許可を受けた廃棄物事業者が行っています。 

このため、平時から一部事務組合及び構成団体並びに廃棄物事業者の施設の処理能力等

を把握するとともに、災害時には、速やかに情報共有を行い被害状況等を把握します。 
 

 

（２）焼却施設の状況 

本市では、木津川市精華町環境施設組合（構成団体：本市、精華町）が可燃ごみの焼却処

分を行っています。焼却施設の状況は、表 19 のとおりです。 

表 19 焼却施設の状況 

施設名称 処理方式 処理能力 年間処理実績量 

環境の森センター・きづがわ ストーカ式 94t /日 23,749 ｔ 

※年間処理実績量：令和 4 年度実績（環境の森センターきづがわ公表値） 

 

 

（３）し尿処理施設の状況 

本市では、相楽広域行政組合（構成団体：本市、精華町、和束町、笠置町、南山城村）が

し尿の処分を行っています。し尿処理施設の状況は、表 20 のとおりです。 

表 20 焼却施設の状況 

施設名称 処理方式 処理能力 年間収集実績量 

そうらく衛生センター 高負荷脱窒素処理方式 
＋高度処理 

54.1 kL/日 12,846.77 kL 

※年間処理実績量：令和 4 年度実績（相楽広域行政組合公表値） 

 

 

（４）その他の廃棄物処理施設の状況 

本市では、可燃ごみ・し尿以外の廃棄物については、委託する廃棄物事業者の施設で処

理を行っています。各施設の処理能力等については、廃棄物事業者から定期的に報告を求

めリスト化して把握します。 
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３．仮置場 

 

（１）基本的事項 

災害廃棄物の仮置場等の分類は、表 21 のとおりです。被害状況等に応じて必要な仮置場

を設置します。 

表 21 仮置場等の分類 

分類 内容 

集積所 
（地域仮置場） 

・地域で片付けごみの搬入・分別・保管を行う場所 
・可能な限り搬入時に分別を行う。 

仮
置
場 

一次仮置場 
・災害廃棄物を一時的に集積し、分別・保管を行う場所 
・可能な限り搬入時に分別を行う。場合により破砕・選別を行う。 

二次仮置場 
・一次仮置場から搬出した災害廃棄物の保管・処理を行う場所 
・一次仮置場では、中間処理が完了しない場合に設置する。 
・必要に応じて破砕・細選別・焼却等を行う。 

 

 

（２）仮置場の必要面積の試算 

最大規模の被害が想定されている災害について、『災害廃棄物対策指針』に示された方法

に基づいて試算した一次仮置場の必要面積は、表 22 のとおりです。 

また、災害応急対応期（初動期）に、当面必要となる仮置場面積は、表 23 のとおりです。 

表 22 仮置場の必要面積（試算） 

項 目 
地震 洪水 

発生量 試算 1 試算 2 発生量 試算 1 試算 2 

柱角材 226,563 t 22.7 ha 13.6 ha 52,228 t 5.2 ha 3.1 ha 
可燃物 79,964 t 8.0 ha 4.8 ha 51,621 t 5.2 ha 3.1 ha 
不燃物 444,242 t 16.2 ha 9.7 ha 129,355 t 4.7 ha 2.8 ha 
ｺﾝｸﾘｰﾄがら 718,191 t 26.1 ha 15.7 ha 182,191 t 6.6 ha 4.0 ha 
金属くず 11,846 t 0.4 ha 0.3 ha 8,502 t 0.3 ha 0.2 ha 
土砂その他 ― ― ― 183,405 t 6.7 ha 4.0 ha 

合計 1,480,806t 73.4 ha 44.0 ha 607,303 t 28.7 ha 17.2 ha 

※試算 1：災害廃棄物発生量全量の搬入に必要な面積、 試算 2：搬入と並行した搬出も考慮した面積 

 

表 23 当面必要となる片付けごみの仮置場の面積（試算） 

項 目 
地震 洪水 

発生量 試算 発生量 試算 

合計 58,675 t ２.９ ha 23,440 t １.１ ha 
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（３）仮置場等の候補地の選定 

災害時に仮置場を迅速・円滑に設置するため、仮置場の候補地選定を進めます。 

候補地選定にあたっては、災害廃棄物による生活環境等への支障をできるだけ軽減する

ため、『災害廃棄物対策指針』等に示された留意事項等を参考とします。 

併せて、集積所についても候補地選定を進めます。 

仮置場候補地の選定にあたってのチェック項目：資料編  

 

 

（４）仮置場の管理・運営 

設置した仮置場を適正・円滑に管理・運営するため、仮置場の管理運営体制の整備を進

めます。 

管理運営にあたっては、災害廃棄物による生活環境等への支障をできるだけ軽減すると

ともに、作業の安全性を確保するため、『災害廃棄物対策指針』等に示された留意事項等を

参考とします。併せて、集積所の管理運営ルールの検討を進めます。 

 

仮置場の管理・運営の基本事項：資料編 

仮置場の管理・運営に関する基本事項：資料編 

一次仮置場配置図例：資料編 

 
 

（５）仮置場の不足への対応 

大規模災害時には、仮置場の不足が想定されるため、市町村域を超えた仮置場の共同設

置や府外での広域処理について、京都府・関係市町村等と検討を進めます。 

また、発災からの時間が経過すると、災害対応利用が終了する土地（自衛隊の野営場等）

が生じるため、時系列での土地利用についても検討します。 
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４．処理方法・処理体制 

 

（１）基本的事項 

本市では、一般廃棄物の処理（収集・運搬・処分）を、一部事務組合（木津川市精華町環

境施設組合、相楽広域行政組合）や、委託・許可を受けた廃棄物事業者が行っています。 

災害時には、これらの一部事務組合及び構成団体並びに廃棄物事業者と連携・協力する

とともに、必要に応じて支援を要請して、災害廃棄物等の処理体制を構築します。 
 

 

（２）災害廃棄物の分別と処理 

災害廃棄物等については、仮置場等への搬入時の分別を徹底します。 

分別、対象品目、処理方法については、表 24 を基本として、被害状況、仮置場等の運営・

管理、処理体制を踏まえて決定します。 

 

表 24 災害廃棄物の基本的な分別・対象品目・処理方法 

分別 主な対象品目 処理方法 

木・木製家具 木製家具、しょうじ、ふすま、柱角材、木くず 破砕⇒焼却 

畳・布団・ｶｰﾍﾟｯﾄ 畳、布団、マットレス、カーペット 破砕⇒焼却 

布・革・ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 衣類、カーテン、毛布、シーツ、靴、プラスチック
製品、ぬいぐるみ 焼却 

ｶﾞﾗｽ・陶磁器 食器、瓶、皿、ガラス戸、鏡、窓 埋立 

金属 金属製家具、鍋、自転車、ガスコンロ、給湯器、 
ストーブ 

選別⇒ 
再資源化・埋立 

家電 4 品目 テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機、 
エアコン 専門業者に引渡 

その他家電 電子レンジ、炊飯器、扇風機、掃除機、電話機、 
パソコン、ハードディスク、スピーカー 

選別⇒ 
再資源化・埋立 

がれき類 コンクリート、ブロック、レンガ、瓦 再資源化・埋立 

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ・ｽﾚｰﾄ・ｻｲﾃﾞ
ｨﾝｸﾞ  埋立 

廃自動車等 自動車、バイク 専門業者に引渡 

危険物・処理困難物※ 

※安全な作業環境を確保した上で受入。 
※種類毎に分別が必要。 
消火器、太陽光パネル、バッテリー、ガスボンベ、
廃油、アスベスト含有物 

専門業者に引渡 

※ 再資源化が図れる場合は、上記の処理方法に関わらず再資源化を行う。 
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（３）片付けごみの搬入・運搬方法 

片付けごみの仮置場等への搬入・運搬方法については、被害状況・交通状況・仮置場等の

設置状況等を踏まえて決定します。 

市民が搬入を行うのは、被災現場から集積所（状況によって一次仮置場）までとし、それ

以外については、本市が運搬を行います（図 6）。 

要配慮者等、仮置場等への搬入ができない市民は、地域での助け合いや災害ボランティ

ア等の協力を得て搬入することとします。 
 

 

図 6 片付けごみの搬入・運搬方法 

 

 

（４）生活ごみの収集・運搬・処分 

生活ごみの収集・運搬・処分については、平時と同じ体制を基本として、廃棄物事業者、

処理施設、収集・運搬ルートの被害状況等を踏まえた処理体制を構築します。 

収集・運搬体制が整うまでの間は、衛生等に支障のある「可燃ごみ」を優先的に収集し、

それ以外のごみは自宅での保管を求めます。また、特別収集・自己搬入制度は中止します。 

なお、大規模災害等で、物流に著しい支障が生じた場合等は、可燃ごみの有料指定袋制

の停止を検討します。 

  

[必要時]

二次仮置場

処理・

処分場

・

ﾘｻｲｸﾙ

事業者

一次仮置場

被災
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集積所

(地域仮置場)

（市民搬入）

市民搬入



29 

（５）避難所ごみの収集・運搬・処分 

避難所ごみの収集・運搬・処分については、生活ごみと同じ体制を基本とします。また、

分別については、市民が慣れている通常の分別方法を基本とします（表 25）。 

収集・運搬体制が整うまでの間は、衛生等に支障のあるごみを優先的に収集し、それ以

外のごみは可能な限り、避難者本人での保管を求めます。 

 

表 25 避難所ごみの基本的な分別 

分別 地震 優先 

可燃ごみ 
食品ごみ、汚れた紙・衣類、ﾋﾞﾆｰﾙ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品、 
紙おむつ（※便は可能な限りトイレに）、使用済簡易トイレ、 
マスク・ティッシュ（※感染症り患時は小袋に入れる） 

○ 

ﾋﾞﾆｰﾙ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 
容器包装 

※汚れたものは「可燃ごみ」  

燃やさないごみ 
瓶・缶、金属類、ガラス類、電化製品、使い捨てカイロ 
※ライター、スプレー缶は必ず使い切る 

 

ペットボトル ※キャップ・ラベルは「ﾋﾞﾆｰﾙ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ容器包装」  

古紙類 ※「新聞」、「雑誌・雑がみ」、「ダンボール」に細分別  

電池   

医療系廃棄物 注射針・注射器、カテーテル類 等 ※梱包・ラベリング要 ○ 

その他有害廃棄物 ※梱包・ラベリング要 ○ 

 

 

（６）し尿の収集・運搬・処分 

し尿の収集・運搬・処分については、相楽広域行政組合と連携して、廃棄物（し尿収集運

搬）事業者、処理施設、収集・運搬ルートの被害状況、仮設トイレの設置状況等を踏まえた

処理体制を構築します。 
 

 

（７）仮設トイレの設置 

大規模災害時には、上下水道の被害状況等を踏まえて、避難所その他必要な場所に仮設

トイレを設置します。必要数が不足する場合は、協定等に基づく支援を要請します。 

設置した仮設トイレについては、リストを作成して管理し、処理体制を構築します。 
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５．情報収集・共有 

 

（１）基本的事項 

災害時には、円滑・迅速な災害廃棄物等の処理のため、必要な情報収集を行うとともに、

関係機関との共有を図ります。また、特に災害応急対応期（初動期）は、情報が逐次更新さ

れるため、常に最新の情報を収集します。 
 

 

（２）災害対策本部から情報収集する項目 

災害対策本部（主に連絡班）から情報収集する主な項目は、表 26 のとおりです。 

表 26 災害対策本部から情報収集する項目 

区 分 主な項目 目 的 
避難所・ 
避難者 

・開設避難所 
・各避難所の収容人数・避難者数 
・各避難所の上下水道設備の状況 
・仮設トイレの必要性・必要数 

・避難所ごみ、し尿の発生量推計 
・避難所ごみ、し尿の収集運搬体

制の検討 
・仮設トイレの設置の検討 

建物被害 ・建物の全壊・半壊・焼失棟数 
・その他の建物被害の状況 

・災害廃棄物の発生量推計 
・仮置場の設置の検討 

上下水道 
被害 

・水道（断水）の状況と復旧見込 
・下水道の被害状況と復旧見込 
・上下水処理施設の被害状況 

・仮設トイレの設置の検討 
・し尿の収集運搬体制の検討 

道路、橋梁
被害 

・道路、橋梁の被害状況と復旧見込 ・廃棄物の収集運搬ルートの検討 
・仮置場の設置の検討 

仮置場 ・仮置場候補地の利用予定 
・仮置場候補地の被害状況 

・仮置場の設置の検討 

その他 ・被害状況全般（インフラ被害含む。） 
・余震・火災・浸水等の状況 
・有害物・危険物等の発生状況 
・災害ボランティアの受入状況 
・職員の参集状況 

・全般の検討 
・有害物・危険物等の処理の検討 
・情報発信の時期・内容の検討 
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（３）市民生活班で情報収集する項目 

市民生活班で情報収集する主な項目は、表 27 のとおりです。 

表 27 市民生活班で情報収集する項目 

区 分 主な項目 目 的 
一 部 事 務
組合 

・処理施設の被害状況と復旧見込 
・廃棄物（し尿収集運搬）事業者の被

害状況と復旧見込 
・他の構成団体の災害廃棄物等の処

理見込量 

・避難所ごみ、し尿の収集運搬体
制の検討 

・生活ごみの収取運搬体制の検討 
・災害廃棄物の処理体制の検討 

廃 棄 物 事
業者 

・処理施設・車両の被害状況と復旧見
込 

・生活ごみ、避難所ごみの収集運
搬体制の検討 

・災害廃棄物の処理体制の検討 
避 難 所 ご
み 

・避難所ごみの発生量 ・避難所ごみの収集運搬体制の検
討 

し尿 ・仮設トイレの設置状況 
・仮設トイレ設置に係る支援要請の

状況 

・仮設トイレの設置の検討 
・し尿の収集運搬体制の検討 

仮置場 ・仮置場候補地の被害状況 ・仮置場の設置の検討 

 

 

（４）関係機関と情報共有する項目 

京都府（災害廃棄物処理担当課）・市町村・一部事務組合・廃棄物事業者等と情報共有す

る主な項目は、表 28 のとおりです。 

表 28 関係機関と情報共有する項目 

区 分 主な項目 主な共有先 

災害廃棄物等の
発生量 

・災害廃棄物等の発生量の推計 京都府 
一部事務組合 

廃棄物処理施設
等の被害状況 

・被害状況と復旧見込 
・必要な支援 

京都府 
廃棄物事業者 

仮置場整備状況 ・仮置場の位置・規模 
・必要資材の調達状況 
・必要な支援 

京都府 
市町村 
廃棄物事業者 

腐敗性廃棄物及
び有害廃棄物の
発生状況 

・腐敗性廃棄物の種類と量及び処理状況 
・有害廃棄物の種類と量及び拡散状況 

京都府 
廃棄物事業者 

避難所・仮設ト
イレ 

・避難所・仮設トイレの位置・規模 
・避難所ごみ、し尿の発生量の推計 

一部事務組合 
廃棄物事業者 

災害廃棄物処理
実行計画 

・『災害廃棄物処理実行計画』の内容 京都府 
一部事務組合 

一般インフラの
被害状況 

・道路、橋梁、上下水、電気、ガス、通信等の被害
状況・復旧見込 

一部事務組合 
廃棄物事業者 

情報共有を行う関係機関連絡先：資料編 
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６．広報・情報発信 

 

（１）基本的事項 

平時から災害時まで、時期に応じて、適切な広報・情報発信（表 29）を行い、市民・災

害ボランティアの理解と協力を求めます。 

 

表 29 時期ごとの発信方法と発信内容 

時期 発信方法 例 発信内容 例 

平時 ・市ホームページ 
・市広報 
・ごみ分別カレンダー 
・ごみ分別アプリ 

・災害廃棄物の処理のあらまし 
・災害時のごみの分別・排出方

法のあらまし 
・災害廃棄物の発生抑制等 

（建物耐震化、家具転倒防
止、退蔵品の整理、空家対
策、携帯型トイレの備蓄等） 

災
害
応
急
対
応
期 

初動期 ・庁舎・公共施設・避難所等への掲示 
・市ホームページ 
・市公式 SNS 
・ごみ分別アプリ 
・災害対策本部から報道機関に発表 
・災害ボランティアセンターに連絡 

・当面の生活ごみ、し尿の収集 
・避難所ごみの分別 
・片付けごみの分別・排出方法 
・仮設トイレの設置場所 
・有害、危険物の取扱い 
・問い合わせ先 等 

（撤去・処理
開始時） 

初動期の発信方法に加えて 
・広報車 
・防災行政無線 
・地域の回覧板 
・避難所等での説明会 

・仮置場への搬入 
・被災自動車等の確認 
・被災家屋の取扱い 
・倒壊家屋の撤去等に関する具

体的な情報 等 
（ 仮 置 場 の
本格稼働時） 

（撤去・処理開始時）の発信方法 ・全体の処理フロー 
・処理・処分先等に関する最新

情報等 

備考：広報・情報発信時には、高齢者、視聴覚障がい者、外国人等に配慮します。 

   発災直後には、被害状況、余震、安否確認、避難所、救援物資等の周知を阻害しないよう配慮します。 

 

 

（２）広報のひな型 

迅速に市民や災害ボランティアに情報発信ができるよう、広報のひな型を作成します。 

発災後は、被害状況に応じて、ひな型を修正して情報発信を行います。 

災害廃棄物等の排出方法についての広報ひな型：資料編 
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７．タイムライン 

 

（１）基本的事項 

災害時に、本計画に基づく災害廃棄物等処理業務を円滑・迅速に実施できるよう、目標

とするタイムライン（表 30）を作成します。併せて、特に支援を求める業務を整理します。 
 

 

表 30 災害廃棄物等処理タイムライン 

 

3
時
間

12
時
間

24
時
間

3
日
間

1
週
間

3
週
間

1
月
～

災害対策本部の設置 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

被害状況の総括・各班との連携調整 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

自治会、自主防災組織との連絡調整 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

物資・資機材の調達・配分・斡旋 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

仮置場の設置、物資・資機材の調達等に係る予算措置・契約 ➡ ➡ ➡ ー

災害廃棄物処理事業に係る国庫補助金等の申請 ➡ ー

市民・ボランティアへの広報（排出方法・収集日程・仮置場等） ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

国・府・市町村等への応援要請 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

災害廃棄物等の処理の統括、目標・方針の決定 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 3日

市災害対策本部との協議・連携（重要な方針・必要な支援等） ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

参集状況の確認・各担当への人員配分 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 3日

災害廃棄物等の処理に係る個別事項の決定 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 3週間

災害廃棄物処理実行計画の策定 ➡ ➡ ➡ 3週間

総括班等からの情報収集 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

京都府災害廃棄物担当課への報告・連絡調整 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

必要な支援（人員・資機材・道路啓開等）の集約・調整 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

木津川市精華町環境施設組合からの情報収集 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 24時間

廃棄物事業者からの情報収集 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 3日

災害廃棄物等（し尿除く）の発生量の推計 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 3日

生活ごみ、避難所ごみの分別・収集方法の整理 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

生活ごみ、避難所ごみの収集 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

片付けごみの分別・排出方法の整理 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

仮置場の設置準備（施設管理者との調整、資機材調達等） ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 3日

仮置場の運営（搬入物の確認、分別指導、事故防止等） ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

路上・公園・空き地等への災害廃棄物等の堆積状況の調査 ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

相楽広域行政組合からの情報収集 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 24時間

し尿の発生量の推計 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ 3日

し尿（家庭、仮設トイレ）の収集方法の整理 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

仮設トイレの設置・維持管理 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

し尿の収集 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

災害廃棄物等の分別・収集方法等に係る広報作成 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー

市民等からの問い合わせ対応 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

道路・橋梁等の被害状況調査・応急措置 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

被災建物・土砂等の解体・撤去 ➡ ➡ ➡ ー ●

上下水道施設の被害状況調査・応急措置 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●

仮設トイレの設置・維持管理に係る連携 ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ➡ ー ●
上下水道班

統括責任者

総括・

調整担当

し尿・

仮設トイレ

担当

市民・

窓口担当

ごみ・

仮置場担当

市

民

生

活

班

建設班

総括班

（連絡班）

完
了
目
標

支
援
要
請

庶務班

情報班

時期（発災後～）

業 務班
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８．災害廃棄物処理実行計画 

 

（１）基本的事項 

『災害廃棄物処理実行計画』は、実際に発生した災害の被害状況に応じて、具体的な災

害廃棄物等の処理体制や処理方法等を定める計画です。関係事項を整理して、災害応急対

応期（応急対応（前半））に策定するとともに、進捗管理を行いながら随時必要な見直しを

行います。 
 

 

（２）災害廃棄物処理実行計画の項目 

『災害廃棄物処理実行計画』の主な項目と内容は、表 31 のとおりです。 

表 31 災害廃棄物処理実行計画の項目・内容 

主な項目 内 容 

１概要と方針 
 (1)計画の目的 
 (2)計画の位置付け 
 (3)計画の期間 
 (4)計画の見直し 

 
 
・本計画に基づき記載 
・対象災害で発生した災害廃棄物の処理完了までの期間 
・随時、災害廃棄物量や種類の精査を行い、処理状況や体制

の変更があった場合には見直し。 
２被災状況及び災害廃棄物 
 の発生状況 
 (1)地域内の被災状況 
 (2)災害廃棄物の発生状況 

 
 
 
・策定時最新の災害廃棄物の発生量の推計結果 

３災害廃棄物処理の基本方針 
 (1)基本的な考え方 
 (2)処理期間 
 (3)処理体制 
 (4)処理フロー 

 
 
・概ね３年を目途（大規模災害の場合） 
・庁内体制の他、他自治体や廃棄物事業者等との連携 
・災害廃棄物等の種類別に処理フローで整理 

４災害廃棄物の処理方法 
 (1)災害廃棄物の集積 
 (2)災害廃棄物の選別 
 (3)災害廃棄物の処理・処分 

 
・仮置場の設置、運営方法の整理 
・仮置場での分別区分とその手法の整理 
・廃棄物の種類別の処理・処分方法の概要整理 
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第４章 その他 

 

１．環境対策等 

 

（１）基本的事項 

仮置場、収集運搬ルート、損壊家屋の解体・撤去現場における生活環境への影響や二次

災害の発生を防止する対策を行います（表 32）。 

表 32 環境影響と対策例 

項目 環境影響 対策例 

騒音 
・ 

振動 

・撤去・解体、仮置場作業に伴
う騒音・振動 

・仮置場への搬出入車両による
騒音・振動 

・低騒音・低振動の機械、重機の使用 
・処理装置の周囲等に防音シートを設置 

大気 
・ 

火災 

・解体・撤去、仮置場作業に伴
う粉じんの飛散 

・石綿含有廃棄物（建材等）の
保管・処理による飛散 

・災害廃棄物保管による有害ガ
ス、可燃性ガス（火災）発生 

・有害廃棄物/危険物の分別の徹底 
・定期的な散水の実施、防火水槽・消火器の設置 
・保管、選別、処理装置への屋根の設置 
・周囲への飛散防止ネットの設置 
・フレコンバッグへの保管 
・搬入路の鉄板敷設等による粉じんの発生抑制 
・運搬車両の退出時のタイヤ洗浄 
・作業環境、敷地境界での石綿の測定監視 
・可燃物/可燃系混合物、腐敗性廃棄物、畳・布団

等の優先的な処理 
・可燃物等の積み上げ高さ制限（5m 未満）、ガス

抜き管の設置 
・煙・温度監視、可燃性ガス濃度測定の実施 

水質 
・ 

土壌 

・災害廃棄物に含まれる汚染物
質の降雨等による公共水域・
周辺土壌への流出 

・有害廃棄物/危険物の分別の徹底 
・敷地内に遮水シートを敷設 
・敷地内で発生する排水、雨水の処理 
・水たまりを埋めて腐敗防止 

悪臭 
・ 

害虫
等 

・災害廃棄物からの悪臭発生 
・災害廃棄物からの害虫発生 

・腐敗性廃棄物、可燃物/可燃系混合物、畳・布団
等の優先的な処理 

・消臭剤、脱臭剤、防虫剤の散布、シート被覆等 
・水たまりを埋めて腐敗防止 

 

 

（２）モニタリング 

必要に応じて、大気、騒音・振動、土壌、臭気、水質等の環境モニタリングを実施します。 

周辺環境への影響が大きいと考えられる場合は、速やかに対策を実施するとともに、状

況を公表します。また、仮置場については、仮置き前に複数地点で土壌を採取します。 
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２．貴重品・思い出の品の取扱い 

 
（１）基本的事項 

損壊建物の解体・撤去の際などに発見された、貴重品・思い出の品（所有者等の個人にと

って価値があると認められるもの。）については、可能な限り所有者等に引き渡せるよう取

扱いを整理します（表 33）。 

表 33 貴重品と思い出の品 

種 類 内 容 

貴重品 
財布、現金、クレジットカード、キャッシュカード、預金通帳、印鑑、 

金庫、証券、金券、商品券、携帯電話・スマートフォン、貴金属 等 

思い出の品 
アルバム、写真、位牌、卒業証書、賞状、成績表、手帳、手紙、パソコン、

ハードディスク、ビデオ、デジカメ 等 

 

 
（２）取扱いルール 

貴重品・思い出の品の取扱いの基本的なルールは、図 7 のとおりです。 

 

図 7 貴重品・思い出の品の取扱いの基本ルール 

備考：貴重品は、速やかに警察へ届け出るため、必要な書類の様式を作成します。 

   思い出の品には個人情報が含まれるため、保管時には配慮し、本人確認の上、引渡します。 

  

貴重品 思い出の品

警察 洗浄・乾燥等

所有者等 リスト化

保管・引渡し

所有者等

発見（場所・日時・品目等の記録）
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３．国庫補助 

 
（１）基本的事項 

大量の災害廃棄物等の処理には多額の経費が必要で、被災市町村のみで対応することは

困難なため、国の補助事業の活用が必要となります。 

補助事業の活用は災害廃棄物対策の方針決定に影響するため、発災後早期から京都府と

連携して、国の担当窓口と情報交換を行います。 

国庫補助金申請には、廃棄物処理に係る管理日報、写真等多くの書類作成が必要となり、

必要な記録を行うと共に、事務処理の人員を確保します。 

 

 
（２）補助事業 

環境省が設ける、「災害等廃棄物処理事業」の概要は、表 34 のとおりです。 

表 34 災害等廃棄物処理事業の概要 

主な項目 内 容 

補助対象事業 暴風、洪水、高潮、地震、台風等その他の異常な自然現象による被災
及び海岸保全区域外の海岸への大量の廃棄物の漂着被害に伴い、市町
村等が実施する災害等廃棄物の処理 

対象事業主体 市町村、一部事務組合、広域連合、特別区 

補助率 2 分の 1（地方負担分についても、大部分は特別交付税措置あり。） 

対象廃棄物 ○災害のために発生した生活環境の保全上特に処理が必要とされる
廃棄物（原則として生活に密接に関係する一般家庭から排出される
災害廃棄物） 

○災害により便槽に流入した汚水（維持分として便槽容量の２分の１
を対象から除外） 

○特に必要と認めた仮設便所、集団避難所等により排出されたし尿
（災害救助法に基づく避難所の開設期間内のもの） 

○災害により海岸保全区域以外の海岸に漂着した廃棄物 
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４．公費解体 

 

（１）基本的事項 

損壊家屋等の解体は、本来、私有財産の処分であり、原則として、所有者の責任によって

行うこととなります。 

ただし、ライフライン等の早期復旧、損壊家屋等の倒壊による二次被害の防止、被災者

の負担軽減を図るため、特例措置（災害等廃棄物処理事業費補助金を活用した全壊家屋の

解体）を実施することができます。 

被害状況によっては、補助の対象が拡大される場合もあるため、災害発生後の環境省の

通知を確認して対応を整理します。 
 

 

（２）公費解体の実施にあたっての留意点等 

公費解体を実施する場合は、多数の問い合わせ等の発生が見込まれるため、予め次のよ

うな事項を整備します。 

・対象となる具体的な事例や除外される事例 

・公費解体の手続き等に関するルール 

・人員・場所等の体制 

・設計・積算業務に係る技術職員の確保（民間事業者への委託含む。） 
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５．訓練・人材育成 

 

（１）基本的事項 

災害廃棄物等の処理については、膨大な未経験業務を、人員・資機材・情報等全てが不足

する中、本市が主体的に判断して実行することとなります。 

このため、平時から、可能な限り、環境省・京都府等が実施する研修・演習等に参加して

職員のスキル向上を図ります。また、被災自治体の災害廃棄物処理業務への応援職員派遣

や市民参加型の模擬訓練の実施を検討します。 

なお、研修・訓練等で得た知見により、必要と認められる場合は本計画を改定します。 
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資料編 
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１．災害廃棄物等の発生量の推計方法（表 15～18 関係） 

 

（１）災害廃棄物の発生量推計（全体量）の算定方法（表 15 関係） 

 
  

【推計式1】災害廃棄物発生量（全体量）

項目 地震 洪水 出典等
Y : 災害廃棄物発生量（全体量） (t)

Y = Y1 + Y2
Y1 : 建物解体に伴い発生する災害廃棄物量 (t)

Y1 = (X1 + X2) * a * b1 + (X3 + X4) * a * b2
[地震に伴う火災焼失] + X8 * d (注)

X1 : 住家全壊棟数 (棟)
X2 : 非住家全壊棟数 (棟)
X3 : 住家半壊棟数 (棟)
X4 : 非住家半壊棟数 (棟)
X8 : 火災焼失家屋棟数(棟) ※ 3,120 -
a : 災害廃棄物発生原単位 (t/棟)

a = A1 * a1 * r1 + A2 * a2 * r2
d : 火災焼失災害廃棄物発生原単位 (t/棟)

d = A1 * a1 * r1 * d1 + A2 * a2 * r2 * d2
A1 : 木造床面積 (㎡/棟) 93.0
A2 : 非木造床面積 (㎡/棟) 209.6
a1 : 木造建物発生原単位 (t/㎡) 0.5
a2 : 非木造建物発生原単位 (t/㎡) 1.2
r1 : 解体棟数の構造内訳 (木造) 0.921
r2 : 解体棟数の構造内訳 (非木造) 0.079
b1 : 全壊建物解体率 0.75 0.50
b2 : 半壊建物解体率 0.25 0.10
d1：木造建物火災焼失減量率  (注) 0.66 - P12 34%減

d2：木造建物火災焼失減量率  (注) 0.84 - P12 16%減

Y2 : 建物解体以外に発生する災害廃棄物量 (t)
Y2 = (X1 + X2) * CP
CP : 片付けごみ及び公物等量発生原単位 (t/棟) 53.5 30.3 技14-2 P4

※ 災害廃棄物対策指針・技術資料14-2のP2「災害廃棄物全体量 推計式【1】」による。
 (注)地震の場合、多数の火災焼失家屋が見込まれ、技術指針14-2のP12による推計式を追加しています。
※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

-

644,140 289,274

45.0 -

62.7

-

-

-

技14-2

P4

令和5年度分固

定資産概要調書

本編

表1,2,13

小
計

1,480,806 607,303

836,666 318,028

合
計

各
種
係
数

原
単
位

被
害
状
況

小
計

12,040

8,310

9,547

2,990
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（２）災害廃棄物の発生量推計（組成別）の算定方法（表 15 関係） 

 

 

 

（３）片付けごみの発生量推計の算定方法（表 16 関係） 

 
  

【推計式2】災害廃棄物発生量（組成別）

組成割合 発生量 (t) 組成割合 発生量 (t)

計 全体量 100.0% 1,480,806 100.0% 607,303 -

柱角材 15.3% 226,563 8.6% 52,228
可燃物 5.4% 79,964 8.5% 51,621
不燃物 30.0% 444,242 21.3% 129,355
コンクリートがら 48.5% 718,191 30.0% 182,191
金属くず 0.8% 11,846 1.4% 8,502
その他 － － 1.2% 7,288
土砂 － － 29.0% 176,118

※ 災害廃棄物対策指針・技術資料14-2のP24「災害廃棄物の種類別の発生量」による。
※ 組成別発生量 ＝ 発生量（全体量）× 組成割合（災害の種類別）
※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

地震 洪水

組
成
別
発
生
量

出典等

組成割合

技14-2

地震：P34 平成28年熊

本地震

洪水：P36 平成30年7

月豪雨（岡山県）

項目

【推計式3】片付けごみ発生量（初動期）

項目 地震 洪水 出典等
C : 片付けごみ発生量（初動期） (t)

地震 C = (X1 + X2 + X3 + X4 + X5 ) * c
洪水C = (X1 + X2 + X3 + X4 + X5 + X6 + X7 ) * c
X1 : 住家全壊棟数 (棟)
X2 : 非住家全壊棟数 (棟)
X3 : 住家半壊棟数 (棟)
X4 : 非住家半壊棟数 (棟)
X5 : 住家一部破損棟数 (棟) 3,120
X6 : 床上浸水棟数 (棟) －
X7 : 床下浸水棟数 (棟) － 1,251

係
数

ｃ : 片付けごみ発生原単位 (t/棟) 2.5 1.7 技14-2

※ 災害廃棄物対策指針・技術資料14-2のP3「片付けごみ量 推計式【2】」による。
※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

合
計

58,675 23,440 －

被
害
状
況

12,040 9,547

本編

表1,2,13
8,310 2,990
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（４）避難所ごみの発生量推計の算定方法（表 17 関係） 

 

 

（５）し尿の発生量・仮設トイレの必要基数推計の算定方法（表 18 関係） 

 

【推計式4】避難所ごみ発生量

項目 地震 出典等
A : 避難所ごみ発生量 (t/日)

A = B * C / 1,000,000
被害
状況

B : 避難者数 (人) 29,720 本編 表1,13

C : ごみ排出量 (g/人・日)
※生活系ごみ令和4年度実績

※ 災害廃棄物対策指針・技術資料14-3のP1「避難所ごみの発生量」による。
※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

575.5
令和5年度一般廃棄物

処理実態調査
原

単位

合計 17.1 -

【推計式5】し尿発生量・仮設トイレ必要基数

項目 地震 出典等
A : し尿発生量 (L/日)

A = (B + C) * q
B : 仮設トイレ利用人数 (人)

B = B1 + B2
B1 : 避難者数 (人)

断水を考慮して避難者全員が仮設トイレ利用と仮定

B2 : 断水による必要人数 (人)
B2 = {p1 - B1 * (p1 / p)} * m * n

C : 災害時汲取り人口 (人)
C = p2 - B1 * (p2 / p)

m : 上下水道支障率
地震による上下水の被害率を1/2と仮定

n : 仮設トイレ利用率
上下水支障世帯の1/2が仮設トイレ利用と仮定

p : 総人口 80,026 住民基本台帳R5.3末
p1 : 水洗化人口 （下水道人口＋浄化槽人口） 76,991
p2 : 汲取り人口

p2 = p - p1
q : し尿排出量 (L/人・日) 1.7 技14-3 P1

D : 仮設トイレ必要基数 (基)
D = B * q * s / r
r : 仮設トイレ平均的容量 (L) 400 技14-3 P2
s : し尿収集計画 (○日に1回)

3日に1回収集と仮定

※ 災害廃棄物対策指針・技術資料14-3のP1「し尿収集必要量」、P2「仮設トイレの必要基数」による。
※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

0.50 技14-3 P1

合計

3

各種
係数

0.50

3,035

534 -

合計 74,338 -

対象
人数

41,820

29,720 本編 表1,13

12,100

1,908
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２．仮置場の必要面積の試算方法（表 22～23 関係） 

 

（１）仮置場の必要面積の算定方法（表 22 関係） 

 

 

（２）の算定方法（表 23 関係） 

  

【推計式6】仮置場必要面積

見かけ

比重

集積量

=発生量

必要

面積

集積量
＝発生量
-処理量

必要

面積

集積量

=発生量

必要

面積

集積量
＝発生量
-処理量

必要

面積

(t/㎥) (t) (ha) (t) (ha) (t) (ha) (t) (ha)

柱角材 226,563 22.7 135,938 13.6 52,228 5.2 31,337 3.1

可燃物 79,964 8.0 47,978 4.8 51,621 5.2 30,972 3.1

不燃物 444,242 16.2 266,545 9.7 129,355 4.7 77,613 2.8
コンクリー
トがら

718,191 26.1 430,915 15.7 182,191 6.6 109,314 4.0

金属くず 11,846 0.4 7,108 0.3 8,502 0.3 5,101 0.2

土砂その他 － － － － 183,405 6.7 110,043 4.0

－ 1,480,806 73.4 888,484 44.0 607,303 28.7 364,382 17.2

係数

2.5

5

1

※ 試算2：同P2「方法2：処理期間を通じて一定の割合で災害廃棄物の処理が続くことを前提とした算定方法」による。

※ 試算1,2共通：面積(ha)＝集積量(t)/見かけ比重(t/㎥)/積み上げ高さ(m)×(1+作業スペース割合）/10000

出典等
本編P12 処理目標期間（仮置場からの搬出完了）

技18-1 P1,2（5m以下が望ましい。）

技18-1 P1,2（仮置する面積と同等の作業スペース要）

処理期間 (年)

積み上げ高さ (m)

作業スペース割合

集積量＝発生量 （安全側を見た最大値を把握する場合の試算）

集積量＝発生量－1年分の処理量  1年分の処理量＝全体量/処理期間 （比較的実態を考慮した試算）

※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

試算1 試算2

地震 洪水

試算1 試算2

計

区

分
項目

可
燃
物

不

燃

物

0.4

1.1

※ 試算1：災害廃棄物対策指針・技術資料18-2のP1「方法1：最大で必要となる面積の算定方法」による。

【推計式7】仮置場必要面積（初動期に当面必要となるもの）

発生量 必要面積 発生量 必要面積

(t) (ha) (t) (ha)

全体量 試算1 1,480,806 73.4 607,303 28.7

片付けごみ（初動期） 58,675 2.9 23,440 1.1

 必要面積＝全体量試算1必要面積×片付けごみ発生量／全体量試算1発生量
※災害廃棄物（全体量）試算1との発生量の比から必要面積を算定

区分

地震 洪水
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３．仮置場の選定・管理・運営 

 

（１）仮置場候補地の選定にあたってのチェック項目 

項 目 条  件 理  由 

所有者 ・公有地が望ましい。 
・地域住民との関係性が良好。 
・（民有地の場合）地権者の数が少な

い。 

・災害時には迅速な仮置場の確保が必
要であるため。 

 

面 
積 

一次 ・広いほど良い。（3,000 ㎡は必要） ・適正な分別のため。 

二次 
・広いほど良い。（10ha 以上が好適） ・仮設処理施設等を設置する場合があ

るため。 
平 時 の 土
地利用 

・農地、校庭等は避けた方が良い。 ・原状復旧の負担が大きくなるため。 

他 用 途 で
の利用 

・応急仮設住宅、避難場所、ヘリコプ
ター発着場等に指定されていない
方が良い。 

・当該機能で利用されている時期は、
仮置場として利用できない。 

望ましい 
インフラ 
（設備） 

・使用水、飲料水を確保できること。
（貯水槽で可） 
 

・火災が発生した場合の対応のため。 
・粉じん対策、夏場における熱中症対

策のため。 
・電力が確保できること。（発電設備に

よる対応も可） 
・仮設処理施設等の電力確保のため。 

土地利用 
規制 

・諸法令（自然公園法、文化財保護法、
土壌汚染対策法等）による土地利用
の規制がない。 

・手続、確認に時間を要するため。 

土 地 基 盤
の状況 

・舗装されている方が良い。 
・水はけの悪い場所は避けた方が良

い。 

・土壌汚染、ぬかるみ等の防止のため。 

・地盤が硬い方が良い。 ・地盤沈下が発生しやすいため。 
・暗渠排水管が存在しない方が良い。 ・災害廃棄物の重量で暗渠排水管を破

損する可能性があるため。 
・河川敷は避けた方が良い。 ・集中豪雨や台風等増水の影響を避け

るため。 
・災害廃棄物に触れた水が河川等へ流

出することを防ぐため。 
地形・地勢 ・平坦な土地が良い。起伏が少ない土

地が良い。 
・廃棄物の崩落を防ぐため。 
・レイアウトの変更が難しいため。 

・敷地内に障害物（構造物や樹木等）
が少ない方が良い。 

・迅速な仮置場整備のため。 

土地形状 ・変則形状でない方が良い。 ・レイアウトが難しくなるため。 
道路状況 ・前面道路の交通量は少ない方が良

い。 
・災害廃棄物の搬入・搬出は交通渋滞

を引き起こすことが多く、渋滞によ
る影響がその他の方面に及ばないよ
うにするため。 
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・前面道路は幅員 6.0ｍ以上、二車線
以上が良い。 

・大型車両相互通行のため。 

搬入・搬出 
ルート 

・車両の出入口を確保できること。 ・災害廃棄物の搬入・搬出のため。 

輸 送 ル ー
ト 

・高速道路のインターチェンジ、緊急
輸送道路、鉄道貨物駅、港湾（積出
基地）に近い方が良い。 

・広域輸送を行う際に効率的に災害廃
棄物を輸送するため。 

周辺環境 ・住宅密集地でないこと、病院、福祉
施設、学校に隣接していない方が良
い。 

・企業活動や農林水産業、市民の生業
の妨げにならない場所が良い。 

・鉄道路線に近接していない方が良
い。 

・粉じん、騒音、振動等による市民生
活への影響を防止するため。 

・火災発生時の鉄道への影響を防ぐた
め。 

被 害 の 有
無 

・各種災害（津波、洪水、液状化、土
石流等）の被災エリアでない方が良
い。 

・二次災害の発生を防ぐため。 

その他 ・道路啓開の優先順位を考慮する。 ・早期に復旧される運搬ルートを活用
するため。 

出典：災害廃棄物対策指針【技 18-3】（令和 5 年 1 月 20 日改定、環境省) 
 

 

（２）仮置場の管理・運営に関する基本事項 

○仮置場運営における留意点 

留意点 対策 備考 

飛散防止策 

・散水の実施 
・仮置場周囲への飛散防止ネットや囲いの

設置 
・フレコンバッグに保管 

・風が強い場所に仮置場を設置 
する場合 

・飛散するおそれのある廃棄物 

汚水の土壌 
浸透防止 

・災害廃棄物を仮置きする前に仮舗装の実
施や鉄板・シートの設置 

・排水溝及び排水処理設備等の設置を検討 
・仮置き前にシートの設置ができない場合

は、汚水が少ない種類の廃棄物を仮置き
するなど土壌汚染防止に努めます。 

・汚水による公共の水域及び地
下水の汚染、土壌汚染等の防
止措置実施 

発火・火災
防止 

・畳や木くず、可燃混合物を固めて高い山
にして、⾧期保管することは極力避ける
こととします。 

・特に混合物の山には、排熱及びガス検知
を兼ねたパイプを通し、定期的にモニタ
リングを行います。 

・散水により、微生物の活動が活
発になり、発熱が進む可能性
もあることに注意が必要で
す。 
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○仮置場における必要人数と役割分担（例） 

仮置場の役割 人数 担当・支援要請先 

受付（被災者、積荷チェック等） ２人 仮置場担当※、庁内応援 

警備員（交通誘導） ２人 庁内や外部からの応援、民間事業者 

作業員（分別指導・荷下ろし補助） ４～５人 庁内や外部からの応援、民間事業者 

重機操作員 ２人 民間業者等 

 
○一次仮置場における必要資機材（例） 

区
分 

主な資機材リスト 用途 
必
須 

必要に
応じて 

設 
置 

敷鉄板、砂利 大型車両の走行、ぬかるみ防止  ○ 
マグネット付のバックホウ等 敷鉄板の敷設  〇 

出入口ゲート、チェーン、南京錠 保安対策（進入防止）、不法投棄・盗
難等の防止 ○  

案内板、立て看板、場内配置図、告
知看板 

運搬車両の誘導、災害廃棄物の分別区
分の表示、お知らせ・注意事項の表示
等 

○  

コーン標識、ロープ  仮置き区域の明示、重機の可動範囲・
立ち入り禁止区域の明示等の安全対
策 

 ○ 

受付 搬入受付 
○  

処 
理 
 

フォーク付のバックホウ等 災害廃棄物の粗分別、粗破砕、積み上
げ、搬出車両の積み込み 

○  
マグネット、スケルトン  〇 
移動式破砕機 災害廃棄物の破砕  ○ 
運搬車両（パッカー車、平ボディ
車、大型ダンプ、アームロール車
等） 

災害廃棄物の搬入・搬出 

○  

作 
業 
員 

保護マスク、めがね、手袋、安全
（⾧）靴、耳栓 

安全対策、アスベスト吸引防止 
○  

休憩小屋（プレハブ等）、仮設トイ
レ 

職員のための休憩スペース、トイレ 
 ○ 

クーラーボックス 職員の休憩時の飲料水の保管  ○ 

管 
理 

簡易計量器 災害廃棄物の搬入・搬出時の計量  ○ 
シート 土壌汚染の防止、飛散防止  ○ 

仮囲い 飛散防止、保安対策、不法投棄・盗難
防止、騒音低減、景観への配慮  ○ 

飛散防止ネット 飛散防止  ○ 
防塵ネット 粉じんの飛散防止  ○ 
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タイヤ洗浄設備、散水設備・散水
車 

粉じんの飛散防止 
 ○ 

発電機 電灯や投光機、水噴霧のための電力確
保、職員の休憩スペースにおける冷暖
房の稼働用 

 ○ 

消臭剤 臭気対策  ○ 

殺虫剤、防虫剤、殺鼠剤 害虫対策、害獣対策  ○ 

放熱管、温度計、消火器、防火水槽 火災発生防止（堆積物内部の放熱・温
度・一酸化炭素濃度の測定）  ○ 

掃除用具 仮置場その周辺の掃除（美観の保全）  ○ 

出典：災害廃棄物対策指針【技 17-1】（令和 5 年 1 月 20 日改定、環境省） 

 

（３）一時仮置場配置図（例） 
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４．関係機関等連絡先 

 

 

○国の機関 

名 称 電 話 摘 要 

近畿地方環境事務所 06-6881-6502  

 

○京都府の機関 

名 称 電 話 摘 要 

京都府 総合政策環境部 循環型社会推進課 075-414-4730  

京都府山城広域振興局 健康福祉部 山城南保健所 0774-72-4300  

 

○近隣地方公共団体 

名 称 電 話 摘 要 

笠置町 0743-95-2301  

和束町 0774-78-3001  

精華町 0774-94-2004  

南山城村 0743-93-0101  

相楽広域行政組合 0774-72-0421  

木津川市精華町環境施設組合 0774-72-1010  
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５．広報・情報発信のひな型 

 

○住民・ボランティアへの周知（例） 

発災直後の週末からボランティアが支援に入り、片付けごみの排出が加速されるため、

社会福祉協議会・災害ボランティアセンター等を通じて、丁寧な周知を行う必要がありま

す。また、社会福祉協議会等には、ボランティア活動のなかで得られた住民からの情報等

の共有も依頼する必要があります。その際に、以下のようなチラシ等を作成し、配布しま

す。 

 

出典：環境省ホームページ「災害廃棄物対策情報サイト」 


